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１ 最近の経済・雇用情勢について  

（１）「月例経済報告」における基調判断（令和４年５月25日：内閣府） 

・ 景気は、持ち直しの動きがみられる。 

・ 先行きについては、感染対策に万全を期し、経済社会活動の正常化が進む中で、各種政

策の効果もあって、景気が持ち直していくことが期待される。ただし、中国における感染

再拡大の影響やウクライナ情勢の長期化などが懸念される中で、供給面での制約や原材料

価格の上昇、金融資本市場の変動等による下振れリスクに十分注意する必要がある。ま

た、感染症による影響を注視する必要がある。 

 

（２）茨城県金融経済概況（令和４年６月７日：日本銀行水戸事務所） 

・ 県内景気は、新型コロナウイルス感染症の影響などから引き続き厳しい状態にあるが、 

基調としては持ち直している。 

・ 主要支出項目をみると、輸出は、海外経済が国・地域ごとにばらつきを伴いつつ総じて 

みれば回復している中、供給制約の影響を残しつつも、基調としては増加を続けている。国

内需要の面では、個人消費は、感染症の影響による下押し圧力が和らぐもとで、持ち直しつ

つある。住宅投資は基調としては持ち直している一方、公共投資は基調としては弱含んでい

る。 

・ このような内外需要を反映して、生産は供給制約の影響を残しつつも、基調としては増加

を続けている。この間、雇用・所得環境をみると、一部で改善の動きもみられるが、全体と

してはなお弱めとなっている。 

 

（３）雇用情勢（令和４年５月31日：総務省「労働力調査」、厚生労働省「一般職業紹介状況」） 

  ※完全失業率と有効求人倍率の季節調整値は、毎年1月分結果公表時に、過去に遡って改訂 

  ※労働力調査はR4.1月分結果公表時に、R2年国勢調査を基準とする推計人口への切替えを行い、過去に遡って改訂 

 

（参考）リーマン・ショック時の有効求人倍率の推移（茨城県）               単位：倍 

 H20.9 月 10月 11月 12月 H21.1 月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 

有効求人倍率 0.84 0.79 0.75 0.71 0.61 0.54 0.49 0.46 0.43 0.40 0.39 0.38 

※有効求人倍率が最も低下したのは、リーマン・ショックの１年後 

 

（４）新型コロナウイルス感染症に起因する解雇等見込み労働者数（令和４年６月３日現在） 

茨 城 県 全  国 備  考 

2,706人 133,097人 ・本県は多い順で全国第11位 

※解雇等見込み労働者数：労働局及びハローワークに相談のあった事業所において、解雇・雇止め等の予定がある 

労働者の数。一部既に解雇・雇止めされた者も含まれる。 

 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 

完全失業率（％） 

      （季節調整値） 
2.7 2.8 2.7 2.8 2.7 2.6 2.5 

完全失業者数（万人） 

       （原数値） 
184 183 173 185 180 180 188 

有効求人倍率 

（季節調整値） 

全国 1.16 1.17 1.17 1.20 1.21 1.22 1.23 

茨城県 1.36 1.36 1.34 1.38 1.42 1.45 1.44 
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２ 前回の委員会以降の主な事業の概要 

 

【新型コロナウイルス感染症対策関連】 

（１）融資・貸付 

 ・ 新たな融資・貸付制度を創設し、延べ約４０，０００件、約６，５００億円の資金需要 

に対応。 

 

ア パワーアップ融資 

 ・ 新型コロナウイルス感染症の影響を受けた中小企業者を支援するため融資枠を拡充 

保証承諾件数 保証承諾額 期間 

７，１７５件 約１，４３８億円 R2.4.1～R4.4.30 

※融資限度額：5,000万円(伴走支援型は6,000万円)、融資利率：1.6％以下 

 

イ 新型コロナウイルス感染症対策融資 

・ 国の緊急経済対策に対応した無利子無担保融資 

保証承諾件数 保証承諾額 期間 

３２，６４２件 約５，０８８億円 R2.5.1～R3.5.31 

※融資限度額：8,000万円、融資利率：1.6％以下、利子：３年間無利子、保証料：ゼロ 

 

ウ 中小企業事業継続応援貸付金 

・ 公的融資制度や民間金融機関からの借入が困難な中小企業・個人事業主に対する長期 

融資制度 

貸付件数 貸付額 期間 

６５１件 約１１．８億円 R2.5.11～R3.9.30 

※貸付限度額：200万円、無利子、無担保、貸付期間：最長20年 

※県及び市町村の協調貸付（県３／４、市町村１／４） 

 

 

（２）中小企業新分野チャレンジ支援事業 

・ 新型コロナウイルス感染症の経済的影響が長期化する中にあっても、新たな事業分野へ 

の進出に意欲的に挑戦する中小企業等を資金繰りと人材育成の両面から支援することで、 

県内経済の早期回復を図る。 

 

ア 新分野進出等支援融資 資金繰り支援 

  ・ 新たな事業分野への進出に意欲的に挑戦する中小企業者を支援するため融資枠を拡充 

融資件数 融資額 期間 

５８０件 約１１３億円 R2.8.1～R4.4.30 

※融資限度額：設備資金１億円、運転資金3,000万円、融資利率：年1.3％～1.6％、 

利子：３年間無利子、保証料：半額補助  
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イ 中小企業人材育成支援事業 人材育成支援  

  ・ 新分野進出・新製品開発に挑戦する中小企業者の教育研修等人材育成を支援 

 

【令和３年度執行状況】 

・補助対象者：県内に事業所を有し、次のいずれかに該当する中小企業等 

新たな事業分野へ進出する者 

新たな商品・サービスの開発や生産プロセスの改善を行う者 

・対象経費：資格取得やスキルアップのための教育研修費等 

・補助上限額・補助率：10万円/事業者、1/2補助 

                           

 交付決定件数 交付決定金額 

令和３年度実績 ５２件 ４９０．２万円 

 

 

（３）新型コロナウイルス感染症対策営業時間短縮要請協力金 

  ・ 感染の拡大により、国のまん延防止等重点措置や緊急事態宣言が適用された場合には、

飲食店に営業時間短縮等を要請。 

  ・ 県からの営業時間短縮要請等に協力した事業者に対し、これまで延べ４５,６０７件、 

約５９５億円の協力金を給付。 

（6/10現在）   

要請時期 申請件数 支給件数 支給金額 

R3.4～6月 １０,３２２ １０,０６２ ６２億９,４７２万円 

R3.7～9月 飲食店 １８,５１９ １８,２２７ ３０１億９,７６０万円 

大規模施設等 ７０３ ６２４ ５億９,８０７万円 

R4.1～3月【審査中】 １６,９８６ １６,６９４ ２２４億２,６２５万円 

合計 ４６,５３０ ４５,６０７ ５９５億１,６６４万円 

 

 

（４）「いばらきアマビエちゃん」の運用・利用促進 

  ・ 県のガイドラインに基づき、感染防止対策に取り組む事業者を応援し、また、陽性者が

発生した場合に、その陽性者と接触した可能性がある方に対して注意喚起を連絡すること

で、感染拡大防止を図ることを目的に令和２年６月24日より運用を開始。 

・ 飲食店における感染対策の一層の徹底やいばらきアマビエちゃんの利用促進を図るため、

市町村との連携のもと、県内全域で見回りを実施。 

・ 本システムによる接触者通知については、オミクロン株の感染拡大により陽性者の行動履

歴調査が縮小されたことに伴い、令和４年１月18日以降、運用を停止している。 

  オミクロン株の特性やワクチン接種の進展などの現状を考慮し、当面の間、利用者登録を

求めないこととする。 
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（6/10現在）   

事業所数 （うち条例対象事業所） 利用登録数 

７０,４２２件 （約２８,７００件） ５,５３４,３９７件 

 

（５）営業時間短縮要請等関連事業者支援一時金 

  ・ 営業時間短縮要請や外出自粛要請の影響を受け、売上が減少した事業者に対し、一時金

を支給。 

（6/10現在） 

 申請件数 支給件数 支給金額 

第１弾（1～2月） 

（売上要件：▲50%以上） 

※一律20万円 

４，７７５件 

※取下げ等除く 
４，７７５件 ９億５，５００万円 

第２弾（4～6月） 

（売上要件：▲30%以上） 

※一律20万円 

９，５２３件 

※取下げ等除く 
９，４８０件 １８億９，６００万円 

第３弾（8～9月） 

（売上要件：▲30%以上） 

※売上高別に20～500万円等 

※酒類枠を新設 

９，０９５件 

※取下げ等除く 
９，０２９件 ３２億１，８１２万円 

第４弾（1～3月） 

（売上要件：▲30%以上） 

※売上高別に20～500万円等 

７，１１５件 

※取下げ等除く 
１，９９６件 ５億３，８２０万円 

 

（６）就職・生活・労働の総合支援体制の整備 

・ 令和２年６月から、就職支援センター（県内６か所）において、専門の相談員（キャリア 

カウンセラー、求人開拓員）を増員し、就職支援、生活相談、労働相談にワンストップで支 

 援する体制を整備。 

 

ア 就職支援の利用状況 

 件数 備考 

求職者延べ利用件数 ３６，９５８件 R2.6～R4.4月累計 

就職決定件数  １，７９３件 〃 

 

イ 生活相談の利用状況 

 件数 備考 

生活相談件数 ４８件 R2.6～R4.4月累計 

 

ウ 労働相談の利用状況 

 件数 備考 

労働相談件数 １,５０８件 R2.6～R4.4月累計 
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（７）専門家派遣体制の強化 

・ 事業継続や雇用維持など、経営課題に直面する中小企業の相談窓口を「よろず支援拠点」

に集約し、社会保険労務士等の専門家を無料で派遣（２回）する体制を整備。 

 

相談件数 専門家派遣 期間 

９，４９９件 
派遣件数： ６９件 

派遣日数：１９９日 

相談件数 ：R2.4～R4.3 

専門家派遣：R2.7～R4.3 

※電話による支援が大半であるが、必要に応じて専門家を派遣 
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３ 付託案件 
 

【第８１号議案】 

令和４年度 茨城県一般会計補正予算（第２号） 

 

○歳出予算補正（産業戦略部分） 

 
【 部 局 別 】〔令和４年第２回茨城県議会定例会議案概要説明書 ４ページより〕 

                                （単位：千円） 

事  項 補正予算額 特定財源 一般財源 

産業戦略部  6,310,420 6,310,420 － 

 

 
【歳出項目別】〔令和４年度予算に関する説明書 17ページより〕  

                             （単位：千円） 

項  目 補正前の額（Ａ） 今回補正額（Ｂ） 計（Ａ＋Ｂ） 

１ 産業政策費 115,754,941 6,310,420 122,065,361 

 ２ 産業振興費 1,769,338 2,703,000 4,472,338 

 ３ 商工金融対策費 113,682,936 3,607,420 117,290,356 

８款 商 工 費 計 143,887,124 6,310,420 150,197,544 

 

 

○債務負担行為補正(変更分)(産業戦略部分) 〔令和４年第２回茨城県議会定例会議案 ４ページより〕 

事  項 区分 事 業 内 容 期  間 限 度 額 

新分野進出等支援 

融 資 損 失 補 償 

変
更
前 

新分野進出等支援融資制度及び小規模

企業支援融資制度に基づき、茨城県信用

保証協会が保証した債務によって損失が

生じたときは、県がその損失を補償する

旨の契約を当該協会と締結する。 

自 令和４年度 

至 令和19年度 
96,000千円 

変
更
後 

 

同    上 

 

同   上 286,000千円 

新型コロナウイルス

感染症対策利子補給 

変
更
前 

茨城県新型コロナウイルス感染症対策

利子補給金交付要項に基づき、金融機関

が中小企業者に対し、令和4 年度におい

て資金を貸し付けたときは、県は当該中

小企業者に対し利子補給する。 

自 令和５年度 

至 令和７年度 
230,235千円 

変
更
後 

 

同    上 

 

同   上 687,423千円 
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第88号議案

つくば創業プラザの設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例

つくば創業プラザの設置及び管理に関する条例（平成15年茨城県条例第32号）の一部を次のように改正する｡

第 2条中「つくば市千現」を「つくば市東新井」に改める。

第 3条の見出し中「支援室」を「事務室」に改め、同条中「支援室（事務室又は研究室をいう。以下同じ。）」を「事務室」

に、「支援室を」を「事務室を」に改める。

第 4条第 1項及び第 2項、第 6条第 5号、第 7条（見出しを含む。）並びに第 8条第 2号中「支援室」を「事務室」に

改める。

第 9条第 2号中「支援室」を「事務室」に改め、「，ガス，水道及び下水道」を削る。

第11条並びに第14条第 1号から第 4号までの規定及び第 6号中「支援室」を「事務室」に改める。

別表研究室の項を削る。

付　則

この条例は、令和 5年 4月 1日から施行する。

令和 4年 6月 6日提出

茨城県知事　　大井川　 和　彦

16 17
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四角形



【報告第４号】地方自治法第１７９条第１項の規定に基づく専決処分について 

別記５ 令和４年度 茨城県一般会計補正予算（第１号）（令和４年４月８日専決処分） 
 

（単位：千円） 

 

 
 

 

 

［報 告］ 

令和３年度 茨城県一般会計予算繰越明許費繰越計算書〔令和４年第２回定例会 報告 12～13 ページより〕 

 
(単位：円) 

款 項 事 業 名 金  額 翌年度繰越額 左の財源内訳 

          既収入特定財源 未収入特定財源 一般財源 

8 商工費 1 産業政策費 

新型コロナウイルス

感染症対策営業時間

短縮要請協力金 

77,169,401,000 33,459,597,000 - 国庫 31,382,132,000 2,077,465,000 

  2 技術革新費   201,696,000 166,432,000 - 国庫 166,432,000 - 

    茨城地酒振興事業費 51,592,000 51,592,000 - 国庫 51,592,000 - 

    研究開発費 150,104,000 114,840,000 - 国庫 114,840,000 - 

  3 中小企業費 
いばらきアマビエち

ゃん登録促進事業費 
125,326,000 85,910,000 - 国庫 85,910,000 - 

産業戦略部計 77,496,423,000 33,711,939,000 - 国庫 31,634,474,000 2,077,465,000 

款 項 専 決 額 

８ 商 工 費 １ 産業政策費 800,000 
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令和４年第２回定例会 防災環境産業委員会資料 
 
 
〇前回の委員会以降の主な事務事業の概要及び付託案件 

                                    頁 
 

・中小企業資金融資制度関連事業 

（コロナ禍における原油価格・物価高騰対応分）【産業政策課】 ············ ２ 

（付託案件：第 81号議案 令和４年度茨城県一般会計補正予算（第２号）関係） 

・権利の放棄について【産業政策課】 ······································ ３ 

・茨城県産業活性化に関する指針について【産業政策課】 ···················· ４ 
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主要事業等の概要（案） 

 
産業政策課  

事業名又は議案の 

名 称 

 中小企業資金融資制度関連事業【拡充】 
（コロナ禍における原油価格・物価高騰対応分） 

１ 予 算 額 
３，６０７，４２０千円 

２ 現況・課題  新型コロナウイルス感染症の経済的影響が長期化する中にあ

って、予期せぬウクライナ情勢の緊迫化等による原油価格・物価

高騰等により、中小企業者の経営環境は今後さらに悪化する懸念

がある。 

３ 必要性・ねらい  こうした環境下の中小企業者に対し、新たな事業分野への進出

や事業・業態の転換時に必要な資金繰りを支援することで、ポス

トコロナ・ウィズコロナ時代の経済社会に対応するとともに、危

機に強い新たなビジネスモデルへの転換を支援する。 

４ 事業の内容 

 （事業フロー、 

年次別・全体計

画等） 

新分野進出等支援融資の融資枠を拡充するとともに、利子補給

や信用保証料補助を実施する。 

【融資の概要】 

ア 融 資 枠：150 億円（うち R4.6 補正分 100 億円） 

              【予算額 3,334,000 千円】 

イ 融 資 対 象：新たな事業分野への進出、事業や業態の 

転換等に取り組む中小企業者 

ウ 融資限度額：設備資金１億円・運転資金 3,000 万円 

エ 融 資 期 間：設備資金１０年以内・運転資金５年以内 

オ 融 資 利 率：年 1.6％以下 → ３年間無利子 

【予算額 157,500 千円】 

カ 保 証 料 率：1.71％以内  →  １／２補助(0.855%以内) 

【予算額 115,920 千円】 

５ 参考事項 

 （過去の実績、 

他県の状況、 

関連データ等） 

〇新分野進出等支援融資の利用状況 

    （単位：件・千円） 

年度 融資実行件数 融資額 

R2 年度 5 110,000 

R3 年度 520 9,976,892 

 
〇その他のコロナ関連融資の利用状況 
 パワーアップ融資（伴走支援型特別保証対応） 

（単位：件・千円） 
年度 保証承諾件数 保証承諾額 

R3 年度 1,028 16,546,146 

（金融機関とともに早期経営改善に取り組む事業者向け融資） 
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様式２ 

前回の委員会以降の主な事務事業の概要 

                                 産業政策課  

  項  目 
「茨城県と茨城県信用保証協会との損失補償契約に基づく回収納付金

を受け取る権利の放棄に関する条例」に係る権利放棄について 

１ 目 的 

自主再建が困難となった中小企業者に対し、茨城県中小企業再生支援協議会（※１）

関与の下に策定された事業再生計画等に基づいて債務整理を行うことで、債務者の事

業再建を支援する。当該債務整理に、茨城県信用保証協会の保証付きの県制度融資が

含まれる場合であって、当該保証協会が求償権を放棄する時は、県も条例に基づき、

回収納付金を受け取る権利を放棄することで、中小企業者の事業再生を促進する。 

（※１）令和４年４月１日より茨城県経営改善支援センターを統合し、「茨城県中小企業活性化協

議会」として設置 

 

２ 事業概要 

（１）放棄の相手方 

茨城県信用保証協会 

（２）放棄案件の概要 

ア 事案１：県内で製造業を営む中小企業者 

・経緯 

業績低迷により自主再建が困難となり、茨城県中小企業再生支援協議会の関

与の下、スポンサーの支援を受けて債務整理を行い、事業を継続することとな

った。 

イ 事案２：県内で美容業を営む中小企業者 

・経緯 

新型コロナウイルス感染症の影響による業績低迷で返済が困難となり、自然

災害ガイドラインに基づく特定調停手続きを活用した債務整理を行うことで、

事業を継続することとなった。 

（３）放棄年月日及び放棄金額 

 放棄年月日 放棄金額 

事案１ 令和３年12月23日  4,598,144円 

事案２ 令和４年２月16日  71,996円 

計 ２件 4,670,140円 

（４）根拠条例 

    茨城県と茨城県信用保証協会との損失補償契約に基づく回収納付金を受け取

る権利の放棄に関する条例（平成23年条例第55号） 

 

３ 事業スキーム 

 

 

 

 

 

 

※保証協会が「④求償権」を放棄する時は、県も「⑥回収納付金」を受け取る権利を放棄する 

 

中小企業者 

金融機関 

保証協会 茨城県 

①債務不履行 ②代位弁済 

④求償権 

⑤回収金 

③損失補償 

⑥回収納付金 
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様式２ 

前回の委員会以降の主な事務事業の概要 

 

                                  産業政策課 

  項  目 茨城県産業活性化に関する指針について 

 

１ 目 的 

   茨城県産業活性化推進条例及び茨城県小規模企業振興条例に基づき、本県産業の

活性化のための施策を推進することを目的として策定。 

 

２ 概 要 

   前指針は平成２８年度から令和２年度までの計画であったが、新型コロナウイル

ス感染症の感染拡大の影響と、新たな総合計画との整合性を図るため、令和４年度

から新たな指針を策定し、産業の振興に関する基本的方向と具体的な取組を示すも

の。 
 

（１）指針の趣旨 
 ・県内中小企業・小規模企業が直面する困難な課題への挑戦を後押しし、力強い

産業づくりを推進 
 

（２）位置付け 
・茨城県産業活性化推進条例第７条に基づく指針 
・茨城県小規模企業振興条例第８条に基づく振興計画 
・県科学技術振興指針について当指針に統合 

 
（３）推進期間 

   ・令和４年度から令和７年度（４年間） 
 

（４）基本方向 
   ①将来を担う産業の創出と育成強化（７施策） 
   ②中小企業・小規模企業の成長支援と強靭化（９施策） 
   ③新たな雇用・人材の確保と事業環境の整備（６施策） 
   ④人材の育成と多様な働き方の実現（６施策） 
 
３ 策定の経緯 

   令和４年２月４日～３月５日 パブリックコメント実施（３０日間） 
〃 ３月３０日     庁議決定 
〃 ４月１日      施行 
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策定の趣旨 

新型コロナウイルス感染症の世界的な拡大や人口減少・超高齢化、災害の激甚化など、予測困難な非連

続の時代の中、中小企業・小規模企業が直面する困難な課題への挑戦を後押しし、力強い産業づくりを推

進するため、県政運営の基本方針となる茨城県総合計画の部門別計画として、また茨城県産業活性化推進
条例に定める指針及び茨城県小規模企業振興条例に定める計画に位置付けるものとして策定する。 
・茨城県小規模企業振興条例（仮称）に定める振興計画に位置付けるものとして策定 

茨城県産業活性化に関する指針の概要 

施策展開の基本方向 

基本方向２ 中小企業・小規模企業の成長支援と強靭化 
【具体の取組例】 
○商品開発、販路開拓、知的財産対応、ＩＣＴ等の活用 
・コロナ後を見据えた新たな事業活動や販路開拓等を支援 

○次世代技術の導入と活用 
・次世代通信やロボットなどのデジタル技術に関する共同研究等の実施を支援 

○意欲ある地域商業の担い手の育成 
・セミナーや専門家による経営指導、先進的な取組の情報提供 

○経営者育成やＭ＆Ａ等による事業承継の促進 
・経営者育成やＭ＆Ａ等による事業承継等を促進と産業支援機関等との連携 

○融資制度の充実及び資金調達の円滑化 
・金融機関等との連携を強化し、融資制度の充実や資金調達の円滑化等を支援 

○伝統工芸品、地酒など地場産業の振興 
・新商品開発やプロモーションを含む販路開拓、人材育成の支援 

○BCP策定による企業のレジリエンス強化 
・BCP(事業継続計画)の策定支援と緊急的な資金需要への対応 

○工業製品や食品等の輸出促進 
・官民連携の強化やマッチングの機会創出など、企業のグローバル展開を支援 

○中小企業・小規模企業の持続的発展のため伴走型支援体制の強化 
・商工会、商工会議所、その他産業支援機関との連携強化 

基本方向４  人材の育成と多様な働き方の実現 
【具体の取組例】 
○ＩＴやモノづくりに関する実践的な訓練を実施                       
・県立ＩＴ短大等におけるＩＴやものづくり分野に関する実践的な訓練の実施 

○デジタル革命を担う高度ＩＴ人材育成 
・講座の開催や産官学プログラム等を実施し、デジタル革命を担う高度ＩＴ人材育 
成を推進 

○科学技術イノベーション分野を担う人材の育成 
・生徒等に対し理工系分野への進学を促す機会を提供 

○中高生の職業観やアントレプレナーシップの育成 
・体験的な学習の機会や成果発表の機会等の提供など、キャリア教育を推進 

○働きがいを実感できる環境の実現 
・長時間労働の是正や、多様で柔軟な働き方が可能となる労働環境づくりを促進 

○多様な人材の活躍推進 
・ダイバーシティや女性の職業生活における活躍を推進 

基本方向３ 新たな雇用・人材の確保と事業環境の整備 
【具体の取組例】 
○企業の本社や研究開発拠点の誘致 
・本社や研究開発拠点等を積極的に誘致し、新たな産業基盤づくりを推進 

○外資系企業による投資の促進 
・外資系企業による投資を促進し、雇用とイノベーションを創出 

○企業立地を推進するため戦略的な誘致活動の展開 
・本県の強みを発信し、戦略的な誘致活動を展開 

○産業用地開発計画の支援と産業用地の開発 
・市町村等が行う産業用地開発計画の支援と、県による産業用地の開発に取り組む 

○国内外の外国人材の雇用促進 
・県内企業と外国人材のマッチング支援や就職面接会等を開催 

○ＵＩＪターン・地元定着の促進 
・就労相談や就職面接会、インターンシップ等に取り組み、県内企業への雇用を促進 

基本方向１  将来を担う産業の創出と育成強化 
【具体の取組例】 
○ＤＸ・カーボンニュートラルなど新たな潮流への挑戦 
・将来の成長が見込まれる分野への投資を加速し、企業のさらなる成長を支援 
・デジタル技術等の先端技術を活用した、企業の新たなチャレンジを支援 

○シーズの発掘、研究機関と連携した新製品・新技術開発の促進 
・関係機関と緊密に連携し、企業の新たな事業展開を支援 

○ロボット・ＡＩ等による新たなビジネス創出の促進 
・医療・介護分野の先端技術の発掘と新たな製品やサービス等の展開を支援 

○ベンチャー企業の創出・育成のためのスタートアップ・エコシステムの構築 
・技術シーズの発掘・事業化及び海外展開等ベンチャー企業のさらなる成長を支援 

○ｅスポーツなどの新たな産業分野への進出 
・ｅスポーツなどの産業との連携を強化し、企業の新たな分野への進出を支援 

○宇宙ビジネスへの参入支援 
・宇宙ベンチャーの創出・立地と、県内企業の宇宙ビジネスへの参入を促進 

○Ｊ－ＰＡＲＣの産業利用促進 
・「Ｊ－ＰＡＲＣ」などの産業利用を促進し、企業の製品・技術開発を支援 

本県産業の特性  

１．ものづくり産業の集積 
県北、鹿行、県西地区などにおける、大企業とそれを支えるものづくり企業群の集積 

２．科学技術の集積 
科学技術の集積を生かした宇宙ビジネスやカーボンニュートラルなど、将来を担う産業の創出 

３．広域交通ネットワークの整備 
高速道路網の整備を始め、鉄道、港湾、空港等による広域交通ネットワークの整備による交流拡大 

４．好調な企業立地 
過去 10 年間の工場立地面積等が全国１位となるなど、優れた立地環境等を活かした企業誘致の進展 

課  題 
１．将来を担う産業の創出 
・カーボンニュートラルを本県の成長の原動力にするため、産業拠点の創出や新技術・新産業の開発・育成 
・急速に進展するデジタル技術をあらゆる産業に取り入れ、課題を解決することが求められている 
・ベンチャー企業の創出や成長の好循環を生み出すため、スタートアップ・エコシステムを構築する必要がある 

２．中小企業・小規模企業の成長支援 
 ・コロナ後を見据えた新たな事業展開や、研究・製品シーズを活かした新産業の創出支援等が必要である 
・関係機関が一体となって支援体制を構築し、伴走型支援を通じた事業者の成長を目指すことが求められている 
・更なる海外販路開拓のため、商品開発や海外バイヤーの需要開拓、商談支援等の取組を継続的に行う必要がある 
・地場産業や県伝統工芸品等について新商品開発や販路拡大、後継者の確保などが求められている 

３．新たな雇用の創出と人材の確保 
・若者が望む様々な雇用を創出するため、成長分野の本社機能や生産拠点の誘致が求められている 
・企業誘致活動と併せ、更なる産業用地の確保が求められている 
・外資系企業とのビジネス連携の構築により、更なる外資系企業による投資の誘致に取り組む必要がある 
・県内企業の人手不足を解消するため、産業を支える優秀な外国人材の確保に取り組む必要がある 

４．産業を支える人材の育成 
・製造業やサービス業など、業種を問わずデータを利活用できるＩＴ人材の育成が急務となっている 
・不足するＩＴ人材の育成のため、大学等と連携した新たな教育プログラムが必要である 
・女性や若者等多様な人材の個性と能力が十分に発揮できる環境の整備をより一層進めていく必要がある 
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主要事業等の概要（案） 

 
中小企業課 

事業名又は議案の 

名 称 

 
 営業時間短縮要請等関連事業者支援一時金【拡充】 

１ 予 算 額 
２，７０３，０００千円 

２ 現況・課題  まん延防止等重点措置（令和４年１月 27 日～同年３月 21 日）

により、県内の多くの事業者において、売上減少等の影響が生じ

たところ。 
３ 必要性・ねらい  まん延防止等重点措置の影響を受けた事業者を支援していく

ため、一時金を支給する。 
４ 事業の内容 

 （事業フロー、 

年次別・全体計

画等） 

１ 概要 

項目 内容 

支給対象 以下のいずれかに該当する県内中小企業・個人事

業者 

① 営業時間短縮要請を受けた飲食店等と直接

取引がある事業者 

② 外出自粛要請により影響を受けた、主に対面 

で個人向けに商品やサービスを提供する事業

者 

 

 ※ 飲食店等に対する時短要請を受けた事業者

は対象外 

 ※ 国の事業復活支援金と併給可 

主な要件 令和４年１月～３月のいずれかの月の売上が、平

成 31 年～令和３年の同月比で 30％以上減少 

支給額 年間売上高に応じて 20 万円～500 万円 

売上高（年間） 支給額 

3,000 万円未満 20 万円 

3,000 万円以上～1 億円未満 30 万円～90 万円 

1 億円以上～5 億円未満 100 万円～400 万円 

5 億円以上 500 万円 
 

申請受付 令和４年４月 22 日～同年６月 30 日 

 

２ 予算措置状況 

 歳出予算 
専決（4/8）※ ８億円 

６月補正 27 億 300 万円 

合計 35 億 300 万円 

 ※ 早急に一時金を支給するため、令和４年第２回定例会まで

の所要額を専決。 

５ 参考事項 

  

第３弾支給状況（R3.8～9 月分） 

 支給件数：9,029 件、支給金額：32.2 億円 
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様式２ 

前回の委員会以降の主な事務事業の概要 

                                  中小企業課 

  項  目  いばらきアマビエちゃんの運用見直し等について 

１ いばらきアマビエちゃんの運用見直し 

（１）現状 

   いばらきアマビエちゃんは、感染拡大防止と社会経済活動の両立に向け、次の

２つの機能で構成するシステムとして令和２年６月に運用を開始している。 

○事業者登録 

     事業者に登録をしていただき、感染症対策に係る宣誓書を発行する機能 

○利用者登録及び接触者通知 

     店舗を利用した方が登録し、陽性者が発生した場合に接触可能性のある 

方に注意喚起メール〔接触者通知〕を送信する機能 

   また、令和２年10月には新型コロナウイルスに関する条例を施行し、事業者及

び利用者登録を義務付けるとともに、普及促進を図るための幅広い取組を実施す

ることで、いばらきアマビエちゃんを活用した対策の徹底を図ってきた。 

    

（２）見直しの概要 

 【対応】県では当面の間、いばらきアマビエちゃんの利用者登録を求めないことと

する。 

 【理由】本システムによる接触者通知機能については、オミクロン株による感染拡

大に伴う陽性者の行動歴調査が縮小され、これまでどおりの運用が困難とな

ったことから、令和４年１月18日以降運用を停止している状況である。 

     この状況が継続している間は接触者通知の前提となる利用登録を推進する

必要性が薄いことや、オミクロン株の特性、さらにはワクチン接種の進展な

どの現状を考慮したもの。 

 

２ その他の取組 

（１）事業者向けシステムの積極的な活用 

   事業者に対しては、これまでと同様に事業者登録（施設・イベント等）及び宣

誓書の掲示並びに感染症対策を要請していく。また、７万件の登録があるため、

感染症対策や事業者支援策の情報提供手段として積極的に活用する。 

 

（２）事業者見回りの重点化等による感染対策の促進 

   感染症対策の徹底のため、引き続き事業者の見回りは実施していくが、繁華街

を重点的に訪問するなど、より効果のある方法で効率的に実施する。 

   また、飲食店以外の登録義務対象業種へも、引き続き本システムや県広報など

を通じて感染症対策等の周知を行い、対策の継続を図る。 

 

【参考】 

 ○登録・通知件数  （6/10時点） 

項目 件数 

事業者登録 70,422 

利用者登録 5,534,397 

接触者通知 3,295 
 

 

 ○飲食店等見回りの実施状況 （5/31 時点） 

項目 件数 

第三者認証済 

店舗数 
13,781件 
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様式２ 

前回の委員会以降の主な事務事業の概要 

                                  労働政策課 

  項  目 就職支援の取組について 

 

１ 目 的 

（１） 新型コロナウイルス感染症の雇用情勢に与える影響を踏まえ、県就職支援セ

ンターの相談体制を強化して、求職者の早期就職を支援 

（２） 県内外の大学等と連携して、県内企業の魅力を広く発信し、学生の県内 

就職の促進と県内企業の人材確保を支援 

 （３） 県内企業の人手不足に対応するため、県内企業と外国人材とのマッチング 

支援等を行うことで企業の人材確保を支援 

 

２ 事業概要 

（１）いばらき就職支援センターの相談体制強化 

県内６か所のいばらき就職支援センターにおいて、令和２年６月以降から継続

して、キャリアカウンセラーと求人開拓員を増員して、カウンセリングや適性診

断を実施した上で最適な就職先を紹介する等、きめ細やかな支援を行っている。 

※職員数〔R2.5 まで〕41 名→〔R2.6 から〕48 名（７名増） 

【実績（R2.6～R4.4 累計）】 

 件  数 

就職支援 求職者延べ利用件数  ３６,９５８件 
うち就職決定件数    １,７９３件 

生活相談 ４８件 

労働相談 １,５０８件 

 

 

（２）学生の県内就職促進 

ア 県内企業情報の提供・魅力発信 

① 経営者随行インターンシップ 

    ・大学生を対象として、県内企業の魅力や企業活動の核心を体験できる 

     プログラムを提供 

    【Ｒ３実績】協力企業数１０社 受入学生数４１名 

          ※事業開始後４年間（H30～R3）に参加した８４名のうち、 

既に卒業した４１名中２１名が県内企業に就職 

  【Ｒ４計画】受入学生数５０名 R4.8月～R5.2月実施 

② 高校生キャリア講座 

     ・進学前の早い段階から地域の企業への関心を高めるため、高校生を対象 

に、県内企業の若手社員による講話、企業研究などの講座を開催 

     【Ｒ３実績】参加高校数１０校 参加生徒数１,６４０名 

    【Ｒ４計画】参加高校数１５校 R4.7月～R5.1月実施 

 

上記のほか、大学で開催されるＵＩＪターン就職説明会等において、学生や保護者に対

して、県内企業の魅力や県内就職のメリットなどの情報発信を行なっている。 

      【Ｒ３実績】実施回数４４回 参加人数３２３名 
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イ 企業の採用力強化 

 新卒採用に積極的な企業に対し、新卒採用のトレンドや、企業の魅力訴求力 
向上、効果的なプレゼン法、ウェブ上での情報発信等のノウハウを伝えるととも

に、実践まで支援 
     【Ｒ３実績】参加企業数５１社（４回の連続講座を実施） 
     【Ｒ４計画】参加企業数５０社 R4.6～R5.2月実施 

 

ウ 就職マッチング機会の提供 

就職面接会の開催 
【Ｒ３実績】開催回数１３回 参加企業数５００社  参加者数７２４名 

（内訳）新卒者向け      ：開催回数  ６回 参加企業数３７６社  参加者数５１０名 

          中途採用者等向け：開催回数 ７回 参加企業数１２４社 参加者数２１４名 
【Ｒ４計画】開催回数１４回 

（内訳）新卒者向け    ：開催回数  ５回 R4.6月(2回)、7月(1回)､8月(1回)、10月(1回)実施 

       中途採用者向け：開催回数  ９回  R3.7月～R4.2月実施 

 
（３）外国人材の確保促進 

ア 茨城県外国人材支援センターの取組 

県内企業からの相談対応や、県内で就労を希望する外国人材と県内企業とのマ

ッチング支援等 
【Ｒ３実績】 

・県内企業や外国人からの相談件数 延べ９８３件 
・外国人材雇用のためのセミナー等の開催 
  開催回数２２回 参加企業数２８８社 参加者数３７８名 
・海外（ﾓﾝｺﾞﾙ、ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ）での就職面接会、説明会（ｵﾝﾗｲﾝ開催）  

参加企業数１７社 参加者数１８４名 

・県内外の大学との連携による留学生向け就職面接会、説明会の開催 
参加企業数１２社 参加者数９８名 

・県外国人材支援センターによるマッチングを通じた県内企業への就職 
内定件数 ２０件 

【Ｒ４主な取組】 
 ・県内企業から外国人材活用に関する相談対応 
 ・外国人材の採用に向けたフォーラムの開催 
 ・外国人雇用モデル創出のための集中支援  

・海外(ﾍﾞﾄﾅﾑ、ﾓﾝｺﾞﾙ、ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ)や県内外の大学での就職面接会の開催 
                        等 
 

  イ 茨城県立産業技術短期大学校(ＩＴ短大)の取組 

ＩＴ人材としての就職を希望する留学生の受入れ 
【Ｒ３実績】 

  ・インドネシア教育大学生向けに短大を紹介するオンライン説明会の開催 

   参加者数:８０名 

【Ｒ４主な取組】 

 ・インドネシア教育大学生向けのオンライン体験授業の開催(６月) 

  ・令和５年度からのインドネシア教育大学卒業生(２名)の受入れ準備 
   出願受付: R4.8月   試験:R4.10月  入学:R5.4月   等 
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様式２ 

前回の委員会以降の主な事務事業の概要 

                                  技術革新課 

  項  目  茨城地酒振興事業について  

 
１ 目 的 

本県産の日本酒は、国内外の鑑評会で高い評価を得ている一方、知名度の低さか
ら課税移出数量は低調（全国26位）にとどまっているほか、新型コロナウイルスの
感染拡大に伴う飲食店での酒類販売制限などにより、大きな影響を受けている。県
産地酒のブランド力向上及び県産地酒の需要喚起を図ることを目的とする。 

 
２ 事業概要 
（１）「いばらき地酒バー水戸」移転リニューアル 

現在の地酒バー水戸は、店舗が狭隘で試飲酒販売などができないことから、本
県産日本酒の小売販売など機能拡充が見込める新たな場所に移転し、地酒バーに
おける本県産日本酒の魅力発信を強化する。 

現在、下記のとおり、移転にかかる事業者の公募を実施中。 
 

移 転 場 所 
ＪＲ水戸駅みどりの窓口脇 
面積：69.21㎡（予定） 

開店目標日 令和４年10月上旬 

営 業 内 容 

飲 食 
・可能な試飲蔵数は20蔵以上 
・県産地酒飲み比べセット、県産品食材を使用したつま

み等の提供 

物 販 
・県産日本酒（原則、県内全酒蔵の商品）の販売 
・県産の酒類関連商品（酒器等）の販売 

 
（２）日本酒若手蔵元活性化プロジェクト 

県内酒蔵の若手から、県内産日本酒の更なる振興につながる斬新な発想のビジ
ネスプランを募集し、優秀なビジネスプランに対して、プランの実現に向けた支
援を行う。 

現在、下記のとおり、補助対象者の公募を実施中。 
 

補助対象者 県内酒蔵 

募集ビジネス 
プラン 

斬新なデザイン・テイストをはじめ、コンセプト開発からマーケテ
ィング、流通戦略などを含む、商品開発に関するプラン 

補 助 内 容 
補 助 率：補助対象経費の２分の１ 
補助金額：500万円以内 

スケジュール 
R4.6月下旬：一次・二次審査、採択 → R4.7～R5.2月：企画、製造  

→ R5.2～3月：商品PR 
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様式３ 
条 例 （案） の 概 要 

 
技術革新課 

条例の名称 

 
 つくば創業プラザの設置及び管理に関する条例の一部を改正す

る条例【一部改正】 
 

１ 制定（改正） 

 の理由・根拠 

 （株）つくば研究支援センター内に設置しているつくば創業プラ

ザの施設の一部（本室）を譲渡する一方、つくば駅前に設置してい

る分室については、指定管理を継続するため、本条例で規定されて

いる所在地等を変更するもの。 
※譲渡予定先：（株）つくば研究支援センター 

２ 制定（改正） 

 の目的 

３ 背景・必要性 本室については、譲渡後も収益面で民間による自立的な運営が可

能であり、同施設が建設されている敷地内の他のインキュベーショ

ン施設と一体的かつ、柔軟な運営を図ることで、ベンチャー企業の

成長段階に応じた一貫した支援が期待できる。 
分室については、東京からのアクセスが良く、小規模・低廉なオ

フィスの提供など、県内ベンチャー企業のニーズに対応するため、

引き続き、指定管理を行う必要がある。 

４ 内 容 ○本室から分室への所在地の変更 

 （改正前：つくば市千現 → 改正後：つくば市東新井） 

○その他所要の改正 

５ 効果・影響 本室については、譲渡先が引き続き入居企業への支援を実施する

ほか、事務室等の増改築など、ニーズに合わせた柔軟な運営が期待

できる。 
分室については、引き続き、指定管理による管理を行う。 

６ 施行日 令和５年４月１日 
７ 参考事項 施設概要 

○つくば創業プラザ（本室） 

住   所 つくば市千現 2-1-6 

供 用 開 始 平成 15 年５月 

設 備 
1 階研究室（8 室） 

2 階事務室（16 室） 

入居率（年度末） R 元：95.8％ 

R２ ：100％ 

R３ ：95.8％ 

○つくば創業プラザ（分室） 

住 所 つくば市東新井 13－２  ※TX つくば駅から徒歩８分 

供 用 開 始 令和元年 12 月 

設 備 
1 階・4 階 事務室（6 室） 

※民間ビルの一部を借り上げ 

入居率（年度末） R 元 83.3％ R２ 100％ R３ 100％   
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つくば創業プラザの設置及び管理に関する条例新旧対照表 

改正案 現行 

(設置) (設置) 

第 2 条 創業のための活動，創業後の事業活動及び新たな事業分野

の開拓のための事業活動を支援することにより，本県の産業の振

興に資するため，つくば創業プラザ(以下「創業プラザ」という。)
をつくば市東新井に設置する。 

第 2 条 創業のための活動，創業後の事業活動及び新たな事業分野

の開拓のための事業活動を支援することにより，本県の産業の振

興に資するため，つくば創業プラザ(以下「創業プラザ」という。)
をつくば市千現に設置する。 

(事務室の利用の対象者) (支援室の利用の対象者) 

第 3 条 事務室                 を利用するこ

とができる者は，次に掲げる者とする。 
第 3 条 支援室(事務室又は研究室をいう。以下同じ。)を利用するこ

とができる者は，次に掲げる者とする。 

(1) 創業のための活動に事務室を利用する者 (1) 創業のための活動に支援室を利用する者 

(2) 創業後の事業活動に事務室を利用する者 (2) 創業後の事業活動に支援室を利用する者 

(3) 新たな事業分野の開拓のための事業活動に事務室を利用する

者 
(3) 新たな事業分野の開拓のための事業活動に支援室を利用する

者 

(4) 略 (4)  略 

(利用の承認) (利用の承認) 

第 4 条 事務室を利用しようとする者は，知事の承認を受けなけれ

ばならない。承認を受けた事項を変更しようとするときも，同様

とする。 

第 4 条 支援室を利用しようとする者は，知事の承認を受けなけれ

ばならない。承認を受けた事項を変更しようとするときも，同様

とする。 

2 事務室の利用を承認する期間(以下「利用承認期間」という。)は，

2 年以内とする。 
2 支援室の利用を承認する期間(以下「利用承認期間」という。)は，

2 年以内とする。 

3 略 3 略 

(利用の承認の取消し等) (利用の承認の取消し等) 

第 6 条 知事は，第 4 条第 1 項の承認を受けた者(以下「利用者」と

いう。)が次の各号のいずれかに該当するとき，又は創業プラザの

第 6 条 知事は，第 4 条第 1 項の承認を受けた者(以下「利用者」と

いう。)が次の各号のいずれかに該当するとき，又は創業プラザの

管理上支障があると認めるときは，その承認を取り消し，又は承

認の内容若しくは条件を変更することができる。 
管理上支障があると認めるときは，その承認を取り消し，又は承

認の内容若しくは条件を変更することができる。 

(1)～(4) 略 (1)～(4) 略 

(5) 正当な理由なく事務室を長期間使用しないとき。 (5) 正当な理由なく支援室を長期間使用しないとき。 

(事務室の改造等) (支援室の改造等) 

第 7 条 利用者は，知事の承認を受けて，事務室の改造その他の必

要な工事を行うことができる。 
第 7 条 利用者は，知事の承認を受けて，支援室の改造その他の必

要な工事を行うことができる。 

(変更等の届出) (変更等の届出) 

第 8 条 利用者は，次の各号のいずれかに該当するときは，遅滞な

く，その旨を知事に届け出なければならない。 
第 8 条 利用者は，次の各号のいずれかに該当するときは，遅滞な

く，その旨を知事に届け出なければならない。 

(1) 略 (1)  略 

(2) 事務室の利用を 15 日以上休止しようとするとき。 (2) 支援室の利用を 15 日以上休止しようとするとき。 

(3)  略 (3)  略 

(利用者の費用負担) (利用者の費用負担) 

第 9 条 次に掲げる費用は，利用者が負担する。 第 9 条 次に掲げる費用は，利用者が負担する。 

(1)  略 (1)  略 

(2) 事務室で使用する電気           の使用料 (2) 支援室で使用する電気，ガス，水道及び下水道の使用料 

(3)  略 (3)  略 

(原状回復等の義務) (原状回復等の義務) 

第 11 条 利用者は，その利用を終了したとき(第 6 条の規定により利

用の承認を取り消されたときを含む。)は，遅滞なく，事務室を原

状に回復し，又は利用者が搬入した物件を撤去するとともに，知

事の検査を受けなければならない。ただし，知事が特に認めたと

きは，この限りでない。 
 

第 11 条 利用者は，その利用を終了したとき(第 6 条の規定により利

用の承認を取り消されたときを含む。)は，遅滞なく，支援室を原

状に回復し，又は利用者が搬入した物件を撤去するとともに，知

事の検査を受けなければならない。ただし，知事が特に認めたと

きは，この限りでない。 
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(指定管理者が行う業務) (指定管理者が行う業務) 

第 14 条 指定管理者は，次に掲げる業務(以下「指定管理業務」とい

う。)を行うものとする。 
第 14 条 指定管理者は，次に掲げる業務(以下「指定管理業務」とい

う。)を行うものとする。 

(1) 事務室の利用の承認に関する業務 (1) 支援室の利用の承認に関する業務 

(2) 事務室の利用承認期間の更新に関する業務 (2) 支援室の利用承認期間の更新に関する業務 

(3) 事務室の利用の承認の取消し等に関する業務 (3) 支援室の利用の承認の取消し等に関する業務 

(4) 事務室の改造等の承認に関する業務 (4) 支援室の改造等の承認に関する業務 

(5)  略 (5)  略 

(6) 事務室の原状回復等の検査に関する業務 (6) 支援室の原状回復等の検査に関する業務 

(7)～(9) 略 (7)～(9) 略 

別表(第 19 条，第 22 条関係) 別表(第 19 条，第 22 条関係) 
 

区分 利用料金 

事務室 1 室 1 月につき 104,500 円 

（削除）  
 

 
区分 利用料金 

事務室 1 室 1 月につき 104,500 円 

研究室 1 室 1 月につき 209,000 円 
 

備考 利用を開始する日又は利用を終了する日が月の中途である

場合の利用料金は，日割りで計算するものとし，その額に 100
円未満の端数があるときは，その端数を切り捨てるものとする。 

備考 利用を開始する日又は利用を終了する日が月の中途である

場合の利用料金は，日割りで計算するものとし，その額に 100
円未満の端数があるときは，その端数を切り捨てるものとする。 
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令和４年第２回定例会 防災環境産業委員会資料 

 

県出資団体等改革工程表 

 

                                                   頁 

１ 株式会社ひたちなかテクノセンター【産業政策課】・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  ２ 

２ 公益財団法人 いばらき中小企業グローバル推進機構【産業政策課】・・・・・・・・・・・・・・   ３ 

 

 

 

 

令和４年６月１４日 

産 業 戦 略 部 

産業戦略部資料 ３ 
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改革工程表２(年度別計画）

取り組むべき項目
経営の健全化

１.経営改善プランの推進

２.収益力の向上
 （1）新規入居企業獲得
　　　令和2年度期首入居率：64％

 （2）経費削減の徹底
 

 （3）利益の確保（収支の黒字化）

３.企業支援事業の強化
　(1)組織強化

  (2)新規事業の獲得

　(3)創業支援

４.計画的な修繕の遂行

 
５.進行管理結果の公表

　※注　　　　　　　　は対応時期(◆)が明確な事項を表示、　　　　　　は改革期間及び推進事項を表示、[　　　] は目標達成状況を表示

[空調、受変電設備更新] [中長期修繕計画(5ヵ年)に基づく点検の実施]

[人材育成事業、デザイン事業を企業支援部 [新規事業開拓担当ＣＤ１名を配置]

[4件] [7件]

[2件] [3件]

　　に統合し、一体的な企業支援体制を構築]

[△689,377千円]

（特別損失：444,000千円） [39,253千円]

[20,788千円] [8,489千円]

[78.0％] [81.6％]

　　 [経営改善委員会を毎月1回開催し、進捗 　　 [経営改善委員会を毎月1回開催し、進捗

　　　状況確認と今後の推進施策を検討] 　　　状況確認と今後の推進施策を検討]

団体名：㈱ひたちなかテクノセンター 所管部局・課名：産業戦略部・産業政策課

令和２年度 令和３年度 令和４年度

経営改善プランの着実な推進及びＰＤＣＡによる進行管理

入居率：70％ 入居率：75％ 入居率：80％

経費削減：20,000千円 経費削減：2,000千円 経費削減：1,000千円

空調設備・電気設備更新

毎年度の進行管理結果を県議会に報告するとともに、ホームページなどで公表

税引後当期利益：△436,000千円 税引後当期利益：10,000千円 税引後当期利益：11,000千円

新規事業：2件

起業件数：3件

新規事業：2件 新規事業：2件

起業件数：3件 起業件数：3件

施設の長寿命化に向けた定期的なメンテナンスの実施

組織改編（企業支援部の強化） 自社新規ＣＤの配置 自社新規ＣＤの増員
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改革工程表２(年度別計画）

取り組むべき項目
経営の健全化

１.コンプライアンス体制の強化

　（１）コンプライアンス研修会の実施

　（２）コンプライアンス勉強会の実施

２.実効性のある人事評価
　（個別面談の実施）

３.管理費等の抑制

４.自己収益比率の増加

 
５.進行管理結果の公表

　※注　　　　　　　　は対応時期(◆)が明確な事項を表示，　　　　　　は改革期間及び推進事項を表示

［12.9％］

［43人］

［延べ49人］

  ［6月 県議会報告］
      ［6月 県ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ公表］

［34.5％］

［延べ54人］

所管部局・課名：産業戦略部産業政策課

令和３年度 令和４年度 令和５年度

団体名:(公財)いばらき中小企業グローバル推進機構

コンプライアンス体制の強化・充実

管理費比率：13％ 管理費比率：12.5％ 管理費比率：12％

毎年度の進行管理結果を県議会に報告するとともに、ホームページなどで公表

自己収益比率：39％ 自己収益比率：40％ 自己収益比率：41％

研修会参加者26人 研修会参加者：26人（累計52人） 研修会参加者：26人（累計78人）

勉強会参加者：延べ48人 勉強会参加者：延べ48人（累計96人） 勉強会参加者：延べ48人（累計144人）

面談実施者：延べ36人 面談実施者：延べ36人（累計72人） 面談実施者：延べ36人（累計108人）
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令和３年度包括外部監査結果報告への対応【抜粋】 

 

 

 

テーマ ： 債権(県税に係るものを除く)の管理に関する財務事務の執行について【産業政策課】 

 

 

 

令和４年６月１４日 

産 業 戦 略 部 

 

産業戦略部資料 ４ 
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産業戦略部

指摘 意見 短期 中長期

11 9 19 1

第５　産業戦略部
１　産業政策課

4-1-1　中小企業設備近代化資金貸付金（元金・違約金及び延滞利息）

95

【指　摘】
　回収期限が超長期となる分割納付を安易に認めるべきではなく、必要な
法的措置や債権の整理に移行すべきである。

○ ○

　本債権における未収債権の大半が、主債務者である法人が倒産し営業実
態がなく、代表者や連帯保証人も既に死亡又は高齢で十分な資力がない状
況にあり、納付交渉の結果、債務者等から債務承認・分割納付誓約の申出
を受け、未収債権額の縮減につなげるためやむを得ないと判断し、分割納
付を認めたもの。
　債務者及び連帯保証人に対しては、令和４年３月に策定された「茨城県
債権管理マニュアル」に基づき、履行延期の特約又は処分等への移行を進
めていくこととした。

産業政策課 264

96

【指　摘】・《債務者Ａ》
　「債権管理の基本について」に基づけば、すでに法的措置や債権の整理
がなされていなければならない状況にあると考える。延滞に伴う違約金の
発生を考えると、回収期限が長期となる分割納付を安易に認めることは不
適切である。 ○ ○

　本債権については、主債務者である法人が倒産し営業実態がなく、代表
者や連帯保証人も既に死亡又は高齢で十分な資力がない状況にあり、納付
交渉の結果、債務者等から債務承認・分割納付誓約の申出を受け、未収債
権額の縮減につなげるためやむを得ないと判断し、分割納付を認めたも
の。
　本債権に対しては、令和４年３月に策定された「茨城県債権管理マニュ
アル」に基づき、履行延期の特約又は処分等への移行を進めていくことと
した。

産業政策課 266

97

【指　摘】・《債務者Ｂ》
　「債権管理の基本について」に基づけば、すでに法的措置や債権の整理
がなされていなければならない状況にあると考える。延滞に伴う違約金の
発生を考えると、回収期限が長期となる分割納付を安易に認めることは不
適切である。 ○ ○

　本債権については、主債務者である法人が倒産し営業実態がなく、代表
者や連帯保証人も既に死亡又は高齢で十分な資力がない状況にあり、納付
交渉の結果、債務者等から債務承認・分割納付誓約の申出を受け、未収債
権額の縮減につなげるためやむを得ないと判断し、分割納付を認めたも
の。
　本債権に対しては、令和４年３月に策定された「茨城県債権管理マニュ
アル」に基づき、履行延期の特約又は処分等への移行を進めていくことと
した。

産業政策課 267

98

【指　摘】・《債務者Ｃ》
　「債権管理の基本について」に基づけば、すでに法的措置や債権の整理
がなされていなければならない状況にあると考える。延滞に伴う違約金の
発生を考えると、回収期限が長期となる分割納付を安易に認めることは不
適切である。

○ ○

　本債権については、担保権の実行後も完済に至らず、事業不振により返
済能力に乏しい状況にあり、納付交渉の結果、債務者等から債務承認・分
割納付誓約の申出を受け、未収債権額の縮減につなげるためやむを得ない
と判断し、分割納付を認めたもの。
　本債権に対しては、令和４年３月に策定された「茨城県債権管理マニュ
アル」に基づき、履行延期の特約又は処分等への移行を進めていくことと
した。

産業政策課 268

99

【指　摘】・《債務者Ｃ》
　連帯保証人死亡時の対応、所在不明の場合の対応など適時的確に実施し
なければならない。

○ ○

　連帯保証人死亡時の相続人調査や、所在不明時の所在調査を適切に実施
していくこととした。 産業政策課 268

令和３年度包括外部監査結果等への対応について（総括表）

指摘・意見の内容

監査結果 対応措置等

指摘・意見に基づく措置等 担当課所
報告書
の

ページ
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産業戦略部

指摘 意見 短期 中長期

11 9 19 1

令和３年度包括外部監査結果等への対応について（総括表）

指摘・意見の内容

監査結果 対応措置等

指摘・意見に基づく措置等 担当課所
報告書
の

ページ

100

【指　摘】・《債務者Ｄ》
　「債権管理の基本について」に基づけば、すでに法的措置や債権の整理
がなされていなければならない状況にあると考える。延滞に伴う違約金の
発生を考えると、回収期限が長期となる分割納付を安易に認めることは不
適切である。 ○ ○

　本債権については、主債務者である法人が倒産し営業実態がなく、代表
者や連帯保証人も既に死亡又は高齢で十分な資力がない状況にあり、納付
交渉の結果、債務者等から債務承認・分割納付誓約の申出を受け、未収債
権額の縮減につなげるためやむを得ないと判断し、分割納付を認めたも
の。
　本債権に対しては、令和４年３月に策定された「茨城県債権管理マニュ
アル」に基づき、履行延期の特約又は処分等への移行を進めていくことと
した。

産業政策課 269

101

【指　摘】・《債務者Ｅ》
　「債権管理の基本について」に基づけば、すでに法的措置や債権の整理
がなされていなければならない状況にあると考える。延滞に伴う違約金の
発生を考えると、回収期限が長期となる分割納付を安易に認めることは不
適切である。 ○ ○

　本債権については、主債務者である法人が倒産し営業実態がなく、代表
者や連帯保証人も既に死亡又は高齢で十分な資力がない状況にあり、納付
交渉の結果、債務者等から債務承認・分割納付誓約の申出を受け、未収債
権額の縮減につなげるためやむを得ないと判断し、分割納付を認めたも
の。
　本債権に対しては、令和４年３月に策定された「茨城県債権管理マニュ
アル」に基づき、履行延期の特約又は処分等への移行を進めていくことと
した。

産業政策課 270

102

【指　摘】・《債務者ａ》
　連帯保証人が死亡した場合に適時的確に連帯保証人の引継ぎを実施すべ
きである。 ○ ○

　連帯保証人死亡時は相続人調査を行い、連帯保証人の引継ぎを適切に実
施していくこととした。

産業政策課 271

103

【指　摘】・《債務者Ｆ》
　「債権管理の基本について」に基づけば、すでに法的措置や債権の整理
がなされていなければならない状況にあると考える。延滞に伴う違約金の
発生を考えると、回収期限が長期となる分割納付を安易に認めることは不
適切である。 ○ ○

　本債権については、主債務者である法人が倒産し営業実態がなく、代表
者や連帯保証人も既に死亡又は高齢で十分な資力がない状況にあり、納付
交渉の結果、債務者等から債務承認・分割納付誓約の申出を受け、未収債
権額の縮減につなげるためやむを得ないと判断し、分割納付を認めたも
の。
　本債権に対しては、令和４年３月に策定された「茨城県債権管理マニュ
アル」に基づき、履行延期の特約又は処分等への移行を進めていくことと
した。

産業政策課 272

104

【意　見】
　違約金の調定ができない場合であっても、債務者に対しては元金返済の
調定時における違約金未調定額を明示し、元金の返済が遅延すれば同時に
違約金が発生していることを認識させるべきである。また、所管課におい
ては、違約金未調定額を認識して債権管理を実施すべきである。
　なお、支払期日までに支払われなかった場合には、支払期日の翌日から
延滞金は発生しているため、時効の起算点の管理には注意すべきである。

○ ○

　これまでも、納入の通知や督促、催告を行う際に、納入が遅滞した場合
は違約金が加算される旨を告知してきたところである。引き続き、債務者
に対しては違約金の発生を認識させていくとともに、今後は、違約金額に
ついても督促及び催告の際に行う告知において明示することとした。 産業政策課 273

105

【意　見】
　所管課においては、県の出資団体である公益財団法人いばらき中小企業
グローバル推進機構への委託の見直しを検討すべきである。所管課におい
て「中小企業事業継続応援貸付金」の債権管理業務と一括して、設備近代
化資金貸付金の債権管理を行うこととするとしていることから、確実かつ
適切に実施されたい。

○ ○

　令和３年度以降は公益財団法人いばらき中小企業グローバル推進機構へ
の委託を実施せず、当課で債権管理を実施することとした。また、令和４
年度からは、新規貸し付けが終了した「中小企業事業継続応援貸付金」の
債権管理業務と一体的に管理を行う体制をとっている。 産業政策課 275
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産業戦略部

指摘 意見 短期 中長期

11 9 19 1

令和３年度包括外部監査結果等への対応について（総括表）

指摘・意見の内容

監査結果 対応措置等

指摘・意見に基づく措置等 担当課所
報告書
の

ページ

106

【意　見】
　貸付時に、経営状況や担保物件の価値についての調査が不足していた可
能性がある。もっとも、貸付時期が50年以上前など、かなり古い案件が多
いため、当時の調査の詳細については把握できない。本制度に基づく貸付
は終了しているが、将来の同類の貸付金についての適切な調査を担保する
ため、資料の一元化など、債権管理を適切にすべきである。

○ ○

　本貸付金は平成12年度に終了しているが、近年制度化した貸付金制度に
おいては、資料の一元化など適切な債権管理に努めている。

産業政策課 277

107

【意　見】
　債務者としては、元金の完済で全て終了したと考えていたのにも関わら
ず、多額の違約金がその後に示されれば弁済意欲が削がれることは十分予
想されるところである。
　すでに指摘しているところではあるが、違約金の調定ができない場合で
あっても、債務者に対しては元金返済の調定時における違約金未調定額を
明示し、元金の返済が遅延すれば同時に違約金が発生していることを認識
させるべきである。また、所管課においては、違約金未調定額を認識して
債権管理を実施すべきである。

○ ○

　これまでも、納入の通知や督促、催告を行う際に、納入が遅滞した場合
は違約金が加算される旨を告知してきたところである。引き続き、債務者
に対しては違約金の発生を認識させていくとともに、今後は、違約金額に
ついても督促及び催告の際に行う告知において明示することとした。

産業政策課 277

108

【指　摘】
　連帯保証人は、主債務者に催告をしなかったとしても、また、主債務者
に支払能力があったとしても、請求を拒めない立場にあるから（民法第
452条乃至第454条）、少なくとも、主債務者の支払いが滞った際には、連
帯保証人への請求を早急に検討すべきである。連帯保証人への請求が遅れ
たために、連帯保証人が高齢となり、支払い能力が低下したり、死亡した
りして、回収できなかったとみられる事案も複数あった。

○ ○

　本債権における未収債権の大半が、主債務者である法人が倒産し営業実
態がなく、代表者や連帯保証人も既に死亡又は高齢で十分な資力がない状
況にあったため、回収不能となり権利の放棄に至ったもの。
　既存の未収債権については、連帯保証人への請求等により回収に努めて
いるところである。また、近年制度化した貸付金制度についても、連帯保
証人への請求の機会を失することの無いよう、適切な債権管理に努めてい
る。

産業政策課 278

109

【指　摘】
　本債権は、１件の債権額も比較的大きいため、県の重要な財産である以
上、可能な限り回収を試みるべきである。そのためには、時効管理を適切
に行い、時効中断すべき事案については法的措置を行うべきである。 ○ ○

　本債権における未収債権の大半が、主債務者である法人が倒産し営業実
態がなく、代表者や連帯保証人も既に死亡又は高齢で十分な資力がない状
況にあったため、時効の中断は極めて困難な状況だった。
　既存の未収債権については、担保権の実行による時効中断や債務者から
の回収により適切な時効管理を行っているところである。また、近年制度
化した貸付金制度についても、時効中断の機会を失することの無いよう、
債務者の資力等を把握し適切な債権管理に努めている。

産業政策課 278

110

【意　見】
　時効期間満了日は、主債務者と連帯保証人それぞれにおける時効中断事
由の有無によって異なることはあり得ることである。もっとも、連帯保証
人は主債務者の時効を援用することができるため（大審院昭和8年10月13
日判決）、連帯保証人の時効満了日を延長させたとしても、主債務自体の
時効中断を行わなければ、時効による消滅の可能性が残る。したがって、
債権管理としては、主債務の時効管理に特に目を向けるべきである。

○ ○

　意見内容を踏まえ、主債務の時効管理に特に目を向けながら適切な債権
管理に努めていくこととした。

産業政策課 278

111

【意　見】
　適切な債権管理をするほど時間や手間がかかるのであるから、権利を放
棄すべき事案については、適切な時期に権利の放棄を行い、不納欠損処理
をすべきである。

○ ○

　権利を放棄すべき事案については、権利放棄基準に基づき、適切な時期
での権利放棄や不納欠損処理を検討していくこととした。

産業政策課 278
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産業戦略部

指摘 意見 短期 中長期

11 9 19 1

令和３年度包括外部監査結果等への対応について（総括表）

指摘・意見の内容

監査結果 対応措置等

指摘・意見に基づく措置等 担当課所
報告書
の

ページ

4-1-2　中小企業事業継続応援貸付金

112

【意　見】
　中小企業事業継続応援貸付金は、不良債権化する危険性が高い債権であ
ることを認識し、債務者との連絡を定期的かつ短い間隔で実施し、経営状
況、資金繰り状況、財務状況等の報告を求めるとともに、市町村の協力を
得て関係書類の提出指導、臨戸指導等を実施する必要がある。併せて、債
権者ごとに可能な対応策（償還期限の延長、償還期間及び償還方法の変更
など）の指導など、より緻密な債権管理を実施することが重要である。

○ ○

　債務者に対し面談等を行い、経営状況や今後の見通しなどのヒアリング
を実施し、直近の決算書等を徴取していくとともに、返済が滞っている債
務者に対しては、市町村の協力の下、継続して臨戸指導等を行っていくこ
ととした。
また、債務者の経営状況等を勘案し、貸付条件の変更等に柔軟に対応する
等きめ細やかな債権管理に努めていくこととした。

産業政策課 281

113

【意　見】
　不納欠損処理事案の発生を防止するためには、より細やかな債権管理が
求められる債権であることに留意され、慎重に対応されたい。

○ ○

　不納欠損処理事案の発生を抑制するため、きめ細やかな債権管理に努め
るなど慎重に対応していくこととした。 産業政策課 282

２　中小企業課

4-2-1　中小企業高度化資金貸付金（元金・利子）

114

【意　見】
中小企業高度化資金貸付金は、税外延滞債権額の約67.5%を占めている

のも事実であり、また、分割納付を認めることにより正常先に分類されて
いる８組合等に対する債権が約22億円あり、この中には時間の経過により
延滞債権化する可能性がある債権が含まれている。
　新型コロナウイルス感染症の感染拡大により、債務者の経営環境はさら
に厳しくなっているが、事業継続の意思を有し、分割納付を継続している
債務者に対しては、経営面、財務面からも指導・助言を行う重要性が増し
ていると考える。
　所管課にあっては、中小企業高度化資金貸付金については、茨城県にお
ける税外延滞債権の約67.5%を占めていること、正常債権の中に延滞債権
化する可能性がある債務者が存在することを認識し、会計検査院の平成16
年度決算結果報告に対する検討結果などを参考に、より適切な債権管理を
図られたい。

○ ○

　正常債権については、担保や連帯保証人の設定などの債権保全と債権の
時効管理を徹底しながら、完済に向けた経営改善のため、貸付先組合の経
営状況を把握するとともに、中小機構とも密接に連携を図りつつ、中小企
業診断士などの専門家派遣や貸付条件の変更等を実施するなど、適切な債
権管理に努める。
　延滞債権については、令和元年度に設置した弁護士等の専門家で構成す
る第三者委員会において、貸付案件ごとに、貸付先組合の支払い能力や事
業継続の可否に加え、調停や和解などの制度を活用した回収などについて
検討いただく。当該検討結果を踏まえ、組合員企業や連帯保証人の事業活
動や生活にも配慮しながら、貸付金の最大限の回収を図るなど債権整理を
進めていく。

中小企業課 310

11 9 19 1
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【様式１】 
 令和３年度包括外部監査結果報告（指摘）への対応 

 監査のテーマ 

債権（県税に係るものを除く。）の管理に関する財務事務の執行について 

担当部・課 

産業戦略部産業政策課 

１ 指摘の概要 
   外部監査人作成の監査結果 
   報告書の概要 

２ 短期・ 
 中長期の 
 区分 

３ 指摘についての整理検討内容 
   〇指摘に係る事実関係等 
   〇問題点の整理等 

４ 指摘に基づく措置等 

 

中小企業設備近代化資金貸付金（元金・

違約金及び延滞利息）について 

 

【安易な分割納付の制限】 

 

回収期限が超長期となる分割納付

を安易に認めるべきではなく、必要な

法的措置や債権の整理に移行すべき

である。 

 

 

 
短期 

 

○指摘に係る事実関係等 

設備近代化資金の未収債権額は、令和３年度末現

在で下表のとおり。 
債務者 貸付年度 元金(円) 違約金(円) 

A S46  1,322,500 10,848 
B S46 1,877,000 ＋α 
C H３ 9,227,000 ＋α 
D H５ 15,642,000 ＋α 
E H７ 7,590,000 ＋α 
F S52 0 4,310,411 
a S51 0 359,466 

合計 ７件 35,658,500 4,680,725 

分割納付については、債務者との納付交渉中、分

割納付誓約の申出を受け、未収債権額の縮減につな

げるために認めてきたもの。 
 

○問題点の整理等 

法令に基づかない任意の分割納付により返済が

超長期にわたっているため、法的措置や債権の整理

に移行する必要がある。 

 
本債権における未収債権の大半が、主債務

者である法人が倒産し営業実態がなく、代表

者や連帯保証人も既に死亡又は高齢で十分な

資力がない状況にあり、納付交渉の結果、債

務者等から債務承認・分割納付誓約の申出を

受け、未収債権額の縮減につなげるためやむ

を得ないと判断し、分割納付を認めたもの。 

債務者及び連帯保証人に対しては、令和４

年３月に策定された「茨城県債権管理マニュ

アル」に基づき、履行延期の特約又は処分等

への移行を進めていくこととした。 
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【様式１】 
令和３年度包括外部監査結果報告（指摘）への対応 

 監査のテーマ 

債権（県税に係るものを除く。）の管理に関する財務事務の執行について 

担当部・課 

産業戦略部産業政策課 

１ 指摘の概要 
   外部監査人作成の監査結果 
   報告書の概要 

２ 短期・ 
 中長期の 
 区分 

３ 指摘についての整理検討内容 
   〇指摘に係る事実関係等 
   〇問題点の整理等 

４ 指摘に基づく措置等 

 

中小企業設備近代化資金貸付金（元金・

違約金及び延滞利息）について 

 

【連帯保証人への適切な対応】 

 

（１）主債務者の支払いが滞った際に

は、連帯保証人への請求を早急に検討

すべきである。連帯保証人への請求が

遅れたために、連帯保証人が高齢とな

り、支払い能力が低下したり、死亡し

たりして、回収できなかったとみられ

る事案も複数あった。 

 

 

（２）連帯保証人死亡時の対応、所在不

明の場合の対応など適時的確に実施

しなければならない。 

 
短期 

 

○指摘に係る事実関係等 

（１）令和２年度に「県の債権（私債権）に係る権

利の放棄の基準」が策定されたことに伴い、当課

で下表のとおり権利の放棄を実施。 
貸付年度 件数 未収債権額（単位：円） 

S30 年代 ４ 3,866,318 
S40 年代 10 10,946,598 
S50 年代 12 46,122,034 
S60 年代～ ２ 4,227,906 
 計 28 65,162,856 

当該債権の中には、連帯保証人への請求が遅れ

たために、回収が困難となった事例もあった。 
 
（２）現在未収債権となっている個別債務者 C及び

a について、死亡した連帯保証人のうち、相続人

の詳細不明の事例があった。 

 
○問題点の整理等 

主債務者の支払いが滞った際の連帯保証人への

請求及び連帯保証人死亡時の対応等を適時的確に

実施する必要がある。 
 

 
（１）本債権における未収債権の大半が、主

債務者である法人が倒産し営業実態がな

く、代表者や連帯保証人も既に死亡又は高

齢で十分な資力がない状況にあったため、

回収不能となり権利の放棄に至ったもの。 
既存の未収債権については、連帯保証人

への請求等により回収に努めているところ

である。また、近年制度化した貸付金制度

についても、連帯保証人への請求の機会を

失することの無いよう、適切な債権管理に

努めている。 
 
（２）連帯保証人死亡時の相続人調査や、所

在不明時の所在調査を適切に実施していく

こととした。 
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【様式２】 
 令和３年度包括外部監査結果報告（意見）への対応 
 監査のテーマ 

債権（県税に係るものを除く。）の管理に関する財務事務の執行について 

担当部・課 

産業戦略部産業政策課 

１ 意見の概要 
   外部監査人作成の監査結果 
   報告書の概要 

２ 短期・ 
 中長期の 
 区分 

３ 意見についての整理検討内容 
   〇意見に係る事実関係等 
   〇問題点の整理等 

４ 意見への対応 

 

中小企業設備近代化資金貸付金（元金・

違約金及び延滞利息）について 

 

【権利の放棄及び不能欠損処理の適切な対応】

 

適切な債権管理をするほど時間や手

間がかかるのであるから、権利を放棄す

べき事案については、適切な時期に権利

の放棄を行い、不納欠損処理をすべきで

ある。 

 

短期 

 

○意見に係る事実関係等 

 

令和２年度に権利を放棄した 28 件について、改

正前の権利放棄基準では、連帯保証人や相続人全て

の時効援用や相続放棄状況の確認に時間を要して

いたため、権利の放棄をしていなかった。 

 

○問題点の整理等 

 

権利を放棄すべき事案については、適切な時期に

権利の放棄を行い、不納欠損処理をする必要があ

る。 

 

権利を放棄すべき事案については、権利放

棄基準に基づき、適切な時期での権利放棄や

不納欠損処理を検討していくこととした。 
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